
ひと 参加 情報 まち もの
１．安全･安
心な生活環
境の整備

(２) 移動しやすい
環境の整備等

公共交通機関の旅客施設及び車両内において、障害特性に配慮した案内表示や情報提供の充実を推進する。

7 ● ●

資料３-４中の③
【評価】
駅のバリアフリー化率やノン
ステップバスの導入について
は着実に実施出来ており、
ゆずりあい駐車場の導入や
コミュニケーションボードの設
置等についても概ね出来て
いる。
【課題】
補助金を活用しない単独整
備予定駅のバリアフリー化の
遅延やノンステップバス導入
の一層の加速化などが課
題。ゆずりあい駐車場につい
ても増加率の鈍化が見られ
るほか、コミュニケーション
ボード（タブレット機器）の老
朽化も課題として挙げられ
る。

(４) 障害者に配慮
したまちづくりの総
合的な推進

高齢者や障害者等も含め、誰もが屋内外でストレスなく自由に活動できるユニバーサル社会の構築に向け、ＩＣ
Ｔを活用した歩行者移動支援の普及促進を図るため、屋内外シームレスな電子地図や屋内測位環境等の空間
情報インフラの整備・活用、移動に資するデータのオープンデータ化等により民間事業者等が多様なサービスを
提供できる環境づくりを推進する。

24 ● ● (●)

資料３-４中の③
【評価】
建築物やまちづくりの分野に
おいては、市町や施設管理
者へのチェック＆アドバイス
等を活用しユニバーサルデ
ザインの実践を進めている。
ユニバーサル社会の担い手
育成や調査研究、先端機器
の発信についても概ね出来
ているが、アクセシビリティガ
イドライン等に適合したイン
ターフェイスや機器の開発に
ついては出来ていない。
【課題】
先進事例等の情報発信につ
いては、バリアフリー情報の
種類が多様化していること
や、福祉のまちづくり研究に
おいては研究成果の実用
化、それらの展示については
県内３展示場の連携などが
課題となっている。

(１) 情報通信にお
ける情報アクセシ
ビリティの向上

障害者の情報通信機器及びサービス等の利用における情報アクセシビリティの確保及び向上・普及を図るた
め、障害者に配慮した情報通信機器及びサービス等の企画、開発及び提供を促進する。 26 ●
研究開発やニーズ、ＩＣＴの発展等を踏まえつつ、情報アクセシビリティの確保及び向上を促すよう、適切な標準
化を進めるとともに、必要に応じて国際規格提案を行う。
また、各府省における情報通信機器等の調達は、情報アクセシビリティの観点に配慮し、国際規格、日本工業
規格への準拠・配慮に関する関係法令に基づいて実施する。特に、ＷＴＯ政府調達協定の適用を受ける調達等
を行うに当たっては、ＷＴＯ政府調達協定等の定めるところにより、適当な場合には、アクセシビリティに関する
国際規格が存在するときは当該国際規格に基づいて技術仕様を定める。

27 ● ●

資料３-４中の④
【評価】
ウェブコンテンツの環境整備
や字幕入映像、点字刊行物
等の貸し出し、行政情報提
供の電子化等は概ね順調に
取り組むことが出来ている
が、オープンデータを活用し
た生活支援情報等の提供は
出来ていない。

２．情報アク
セシビリティ
の向上及び
意思疎通支
援の充実

国の第４次障害者基本計画項目を基にした課題協議資料

大項目 中項目 小項目 番号
ユニバーサル総合指針での分類

課題 行政内検証・課題

資料２資料２
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ひと 参加 情報 まち もの

国の第４次障害者基本計画項目を基にした課題協議資料

大項目 中項目 小項目 番号
ユニバーサル総合指針での分類

課題 行政内検証・課題

資料２資料２

国立研究機関等において障害者の利用に配慮した情報通信機器・システムの研究開発を推進する。

28 ● ●

障害者に対するＩＴ相談等を実施する障害者ＩＴサポートセンターの設置や障害者がパソコン機器等を使用できる
よう支援するパソコンボランティアの養成・派遣の促進等により、障害者のＩＣＴの利用及び活用の機会の拡大を
図る。

29 ●
聴覚障害者が電話を一人でかけられるよう支援する電話リレーサービスの実施体制を構築する。

30 ●
(２) 情報提供の充
実等

身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律（平成５年法律
第54 号）に基づく放送事業者への制作費助成、「放送分野における情報アクセシビリティに関する指針」に基づ
く取組等の実施・強化により、字幕放送、解説放送、手話放送等の普及を通じた障害者の円滑な放送の利用を
図る。

31 ●

聴覚障害者に対して、字幕（手話）付き映像ライブラリー等の制作及び貸出し、手話通訳者や要約筆記者の養
成・派遣、相談等を行う聴覚障害者情報提供施設について、ＩＣＴの発展に伴うニーズの変化も踏まえつつ、その
整備を促進する。

32 ●
身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律に基づく助成
等により、民間事業者が行うサービスの提供や技術の研究開発を促進し、障害によって利用が困難なテレビや
電話等の通信・放送サービスへのアクセスの改善を図る。 33 ●

電子出版は、視覚障害、上肢障害、学習障害等により紙の出版物の読書に困難を抱える障害者の出版物の利
用の拡大に資すると期待されることから、新たな技術開発の促進や、電子書店、電子図書館、出版社その他の
関係事業者への普及啓発等を通じて、アクセシビリティに配慮された電子出版の普及に向けた取組を進めると
ともに、今後、これらの取組の一層の促進を図る。また、電子出版物の教育における活用を図る。

34 ●

(３) 意思疎通支援
の充実

聴覚、言語機能、音声機能、視覚、失語、知的、発達、高次脳機能、重度の身体などの障害や難病のため意思
疎通を図ることに支障がある障害者に対して、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等の派遣、
設置等による支援や点訳、代筆、代読音声訳等による支援を行うとともに、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者
向け通訳・介助員、点訳・音声訳を行う者等の養成研修等の実施により人材の育成・確保を図り、コミュニケー
ション支援を充実させる。 36 ●

情報やコミュニケーションに関する支援機器を必要とする障害者に対して日常生活用具の給付又は貸与を行う
とともに、障害者等と連携してニーズを踏まえた支援機器の開発の促進を図る。

37 ● ●

意思疎通に困難を抱える人が自分の意思や要求を的確に伝え、正しく理解してもらうことを支援するための絵記
号等の普及及び理解の促進を図る。

38 ●

資料３-４中の④
【評価】
通訳者の派遣や養成、講座
の実施、親しむための福祉
学習、ICTの活用などは総じ
て実施出来ているが、コミュ
ニケーション支援を行うソー
シャル・ビジネス等に対する
支援や障害のある人のコミュ
ニケーションの活性化につい
ては実施出来ていない。
【課題】
手話通訳者等の養成等につ
いては地域的な格差がある
ことや、電動式人工喉頭の
操作が難しく指導者もいない
こと、喉頭手術が出来る病院
の限定や発声教室の地域的
な空白の存在などが課題と
なっている。

現行計画記載なし

資料３-４中の④
【評価】
ウェブコンテンツの環境整備
や字幕入映像、点字刊行物
等の貸し出し、行政情報提
供の電子化等は概ね順調に
取り組むことが出来ている
が、オープンデータを活用し
た生活支援情報等の提供は
出来ていない。
【課題】
職員のアクセシビリティに対
する意識の更なる向上やICT
技術の発展に伴う字幕入映
像作品、録音図書等の充実
が課題。

【課題】
職員のアクセシビリティに対
する意識の更なる向上やICT
技術の発展に伴う字幕入映
像作品、録音図書等の充実
が課題。
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ひと 参加 情報 まち もの

国の第４次障害者基本計画項目を基にした課題協議資料

大項目 中項目 小項目 番号
ユニバーサル総合指針での分類

課題 行政内検証・課題

資料２資料２

(４) 行政情報のア
クセシビリティの向
上

各府省において、特に障害者や障害者施策に関する情報提供及び緊急時における情報提供等を行う際には、
字幕・音声等の適切な活用や、知的障害者、精神障害者等にも分かりやすい情報の提供に努めるなど、多様な
障害の特性に応じた配慮を行う。 39 ●

各府省において、障害者を含む全ての人の利用しやすさに配慮した行政情報の電子的提供の充実に取り組む
とともに、ウェブサイト等で情報提供を行うに当たっては、キーボードのみで操作可能な仕様の採用、動画への
字幕や音声解説の付与など、「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に即した必要な対応を行う。また、地方公
共団体等の公的機関におけるウェブアクセシビリティの向上等に向けた取組を促進する。 40 ●

各府省における行政情報の提供等に当たっては、アクセシビリティに配慮したＩＣＴを始めとする新たな技術の利
活用について検討を行い、利活用が可能なものについては積極的な導入を推進するなど、アクセシビリティに配
慮した情報提供に努める。 41 ●

災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障害者に対して適切に情報を伝達できるよう、民間事業
者、消防機関、都道府県警察等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達の体制の整備を促進する。

42 ●

資料３-５中の②
【評価】
全体的に障害者に特化した
事業としては実施していない
ものが多く、また、市町が主
体となって取り組むべきもの
が多いが、合同防災訓練を
実施したり、避難所管理運営
指針や運営・訓練マニュアル
を作成することや、患者の診
療・生体情報等を他職種間
で共有できる新たなシステム
を導入するなど、市町を側面
支援している。

【課題】
「評価」でも触れたが、実施
主体が市町であることが多
いことから、県で作成してい
る指針やマニュアル等の啓
発・浸透が課題と言える。

政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字、音声、拡大文字又はインターネットを通じた候補者情報の提供等、
ＩＣＴの進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関する情報提供の充実に努める。 43 ●

現行計画記載なし

３．防災、防
犯等の推進

(１) 防災対策の推
進

障害者や福祉関係者等の参加及び防災関係部局と福祉関係部局の連携の下での、地域防災計画等の作成、
防災訓練の実施等の取組を促進し、災害に強い地域づくりを推進する。 44 ● (●)
自力避難の困難な障害者等が利用する要配慮者利用施設が立地する土砂災害のおそれのある箇所におい
て、砂防えん堤等の施設整備等及び危険な区域の明示等のハード・ソフト一体となった土砂災害対策を重点的
に推進する。

45 ● (●)

災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障害者に対して適切に情報を伝達できるよう、民間事業
者、消防機関、都道府県警察等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達の体制の整備を促進する。 46 ● (●)

災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に避難行動要支援者名簿等を活用した障害者に対する適
切な避難支援や、その後の安否確認を行うことができるよう、地方公共団体における必要な体制整備を支援す
る。

47 ● (●)

資料３-４中の④
【評価】
ウェブコンテンツの環境整備
や字幕入映像、点字刊行物
等の貸し出し、行政情報提
供の電子化等は概ね順調に
取り組むことが出来ている
が、オープンデータを活用し
た生活支援情報等の提供は
出来ていない。
【課題】
職員のアクセシビリティに対
する意識の更なる向上やICT
技術の発展に伴う字幕入映
像作品、録音図書等の充実
が課題。

資料３-５中の②
【評価】
全体的に障害者に特化した
事業としては実施していない
ものが多く、また、市町が主
体となって取り組むべきもの
が多いが、合同防災訓練を
実施したり、避難所管理運営
指針や運営・訓練マニュアル
を作成することや、患者の診
療・生体情報等を他職種間
で共有できる新たなシステム
を導入するなど、市町を側面
支援している。
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ひと 参加 情報 まち もの

国の第４次障害者基本計画項目を基にした課題協議資料

大項目 中項目 小項目 番号
ユニバーサル総合指針での分類

課題 行政内検証・課題

資料２資料２

避難所、応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するとともに、「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」等を踏ま
え、避難所において障害者が障害特性に応じた支援と合理的配慮を得ることができるよう市町村の取組を促し
ていく。また、必要な福祉避難所を確保するよう市町村の取組を促していく。さらに、車椅子利用者も使用できる
応急仮設住宅の確保が適切に図られるよう、地域の実情を踏まえつつ、災害救助法に基づく応急救助の実施
主体である都道府県の取組を促していく。

48 ● (●)

災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを提供することができるよう、障害者支援施設・医療機関等におけ
る災害対策を推進するとともに、福祉避難所の協定など、地域内外の他の社会福祉施設・医療機関等との広域
的なネットワークの形成に取り組む。 49 ● (●)

火災や救急事案の発生時に聴覚・言語機能障害者がいつでもどこからでも円滑な緊急通報を行えるよう、全国
の消防本部におけるスマートフォン等を活用した音声によらない緊急通報システムの導入を推進する。 50 ● (●)
水害・土砂災害時に要配慮者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、浸水想定区域や土砂災害警戒区域
内の要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び訓練の実施を促進する。 51 ● (●)
障害者が安心して障害福祉サービス等を利用することができるよう、非常災害時における消防団や近隣住民と
の連携体制の構築を促進するとともに、建築基準法、消防法の基準に適合させるための改修費用や消火設備
の設置費用の一部を助成すること等により、防火安全体制の強化を図る。 52 ● (●)

各地方公共団体における平常時の防災体制や、災害発生後の避難所、応急仮設住宅等において、障害のある
女性を含め、防災・復興の取組での女性への配慮を促すため、「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組
指針」等の内容を踏まえ、情報提供を行う。 53 ● (●)

(３) 防犯対策の推
進

ファックスやＥメール等による110 番通報について、その利用促進を図るとともに、事案の内容に応じた迅速・的
確な対応を行う。

58 ●

警察職員に対し障害及び障害者に対する理解を深めるための研修の充実に取り組むとともに、障害者のコミュ
ニケーションを支援するため、手話を行うことのできる警察官等の交番等への配置、コミュニケーション支援ボー
ドの活用等を図る。

59 ●

警察と地域の障害者団体、福祉施設、行政等との連携の促進等により、犯罪被害の防止と犯罪被害の早期発
見に努める。

60 ●

資料３-５中の③
【評価】
安全に暮らせる環境のため
に、民生委員をはじめ、安全
なまちづくり活動や地域見守
りネットワーク応援協定など
に取り組めている。
【課題】
それぞれの活動の担い手や
なり手の確保が課題となって
いる。

【課題】
「評価」でも触れたが、実施
主体が市町であることが多
いことから、県で作成してい
る指針やマニュアル等の啓
発・浸透が課題と言える。

資料３-５中の③
【評価】
防犯情報の提供について
は、県警からHPやSNS、メー
ル等を活用した情報発信が
行われているとともに、防犯
グループの活動事例集が発
行されている。また警察職員
に対する手話講習も開催さ
れている。
【課題】
防犯情報を提供する形とし
て、如何に防犯活動に活か
される、または活かされやす
い形で提供できているかが
課題。
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ひと 参加 情報 まち もの

国の第４次障害者基本計画項目を基にした課題協議資料

大項目 中項目 小項目 番号
ユニバーサル総合指針での分類

課題 行政内検証・課題

資料２資料２

(４) 消費者トラブ
ルの防止及び被
害からの救済

地方公共団体における、消費生活センター等におけるファックスやＥメール等での消費者相談の受付や、相談
員等の障害者理解のための研修の実施等の取組を促進することにより、障害者の特性に配慮した消費生活相
談体制の整備を図る。

65 ● ●

資料３-５中の③
【評価】
消費生活関係機関の集まる
連絡会議や消費生活相談員
等のスキルアップ研修、啓発
チラシの作成などに取り組ん
でおり、教育においては専門
機関からの出前講座等を
行っている。
【課題】
様々な消費者トラブルの事
例や見守りの注意点などの
情報収集と関係機関間での
共有について課題と捉えて
いる。また、2022年から成年
年齢が引き下げられることに
伴う若年者の消費者トラブル
が懸念される。

４．差別の解
消、権利擁護
の推進及び
虐待の防止

(２) 障害を理由と
する差別の解消
の推進

法令上、自署によることを求められている手続を除き、本人の意思確認を適切に実施できる場合に記名捺印や
代筆による対応を認めることを促すなど、書類の記入が必要な手続におけるアクセシビリティの確保に向けた対
応を検討する。 82 ● (●)

現行計画記載なし

５．自立した
生活の支援・
意思決定支
援の推進

(１) 意思決定支援
の推進

自ら意思を決定すること及び表明することが困難な障害者が障害福祉サービスを適切に利用することができる
よう、本人の自己決定を尊重する観点から、意思決定支援ガイドラインの普及を図ること等により、意思決定の
支援に配慮しつつ、必要な支援等が行われることを推進する。 83 ●

現行計画記載なし

知的障害又は精神障害により判断能力が不十分な者による成年後見制度の適切な利用を促進するため、必要
な経費について助成を行うとともに、成年後見、保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材の育成及び
活用を図るための研修を行う。 84 ●

(５) 障害福祉サー
ビスの質の向上等

自ら意思を決定すること及び表明することが困難な障害者が障害福祉サービスを適切に利用することができる
よう、本人の自己決定を尊重する観点から、意思決定支援ガイドラインの普及を図ること等により、意思決定の
支援に配慮しつつ、必要な支援等が行われることを推進する。 114 ● ●

７．行政等に
おける配慮
の充実

(２) 選挙等におけ
る配慮等

政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字、音声、拡大文字又はインターネットを通じた候補者情報の提供等、
ＩＣＴの進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関する情報提供の充実に努める。 172 ●
移動に困難を抱える障害者に配慮した投票所のバリアフリー化、障害者の利用に配慮した投票設備の設置、投
票所における投票環境の向上に努めるとともに、障害者が自らの意思に基づき円滑に投票できるよう、代理投
票の適切な実施等の取組を促進する。 173 ● ●

指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な実施の促進により、選挙の公正を確保し
つつ、投票所での投票が困難な障害者の投票機会の確保に努める。

174 ●

不在者投票が適切に実施さ
れるよう指定施設に対し、不
在者投票管理者のしおりを
送付するとともに、市区町選
挙管理委員会に適切な助
言・指導を依頼。

(３) 行政機関等に
おける配慮及び障
害者理解の促進
等

各府省において、特に障害者や障害者施策に関する情報提供及び緊急時における情報提供等を行う際には、
字幕・音声等の適切な活用や、知的障害者、精神障害者等にも分かりやすい情報の提供に努めるなど、多様な
障害の特性に応じた配慮を行う。 177 ● ●

成年後見制度の利用支援事
業が全市町で実施される一
方、市民後見人に関する啓
発については、十分とは言え
ない。

現行計画記載なし

資料３-４中の④
【評価】
ウェブコンテンツの環境整備
や字幕入映像、点字刊行物
等の貸し出し、行政情報提
供の電子化等は概ね順調に
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ひと 参加 情報 まち もの

国の第４次障害者基本計画項目を基にした課題協議資料

大項目 中項目 小項目 番号
ユニバーサル総合指針での分類

課題 行政内検証・課題

資料２資料２

各府省において、障害者を含む全ての人の利用しやすさに配慮した行政情報の電子的提供の充実に取り組む
とともに、ウェブサイト等で情報提供を行うに当たっては、キーボードのみで操作可能な仕様の採用、動画への
字幕や音声解説の付与など、「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に即した必要な対応を行う。また、地方公
共団体等の公的機関におけるウェブアクセシビリティの向上等に向けた取組を促進する。

178 ● ●

各府省における行政情報の提供等に当たっては、アクセシビリティに配慮したＩＣＴを始めとする新たな技術の利
活用について検討を行い、利活用が可能なものについては積極的な導入を推進するなど、アクセシビリティに配
慮した情報提供に努める。 179 ● ●

８．雇用・就
業、経済的自
立の支援

(４) 障害特性に応
じた就労支援及び
多様な就業の機
会の確保

短時間労働や在宅就業、自営業など障害者が多様な働き方を選択できる環境を整備するとともに、ＩＣＴを活用
したテレワークの一層の普及・拡大を図り、時間や場所を有効活用できる柔軟な働き方を推進する。

202 ● ●

資料３-３中の①
【評価】
トライアル雇用やガイドブック
の作成などを通して障害者
の就労環境の充実を図ると
ともに、就ポツや障害者職業
センター、労働局等多くの支
援主体が連携することで、障
害者就労のより一層の促進
に取り組めている。

【課題】
障害特性の理解や雇用環境
が不十分な企業、障害者雇
用を実施しない企業の存在
や、障害の存在を公にしてい
ない方への支援・介入の困
難さなどが課題。

９．教育の振
興

(１) インクルーシ
ブ教育システムの
推進

障害のある生徒の後期中等教育への就学を促進するため、入学試験の実施に際して、ＩＣＴの活用など、個別の
ニーズに応じた配慮の充実を図る。 214 ● ●

現行計画記載なし

(３) 高等教育にお
ける障害学生支
援の推進

大学入試センター試験において実施されている障害のある受験者の配慮については、障害者一人一人のニー
ズに応じて、ＩＣＴの活用等により、より柔軟な対応に努めるとともに、高等学校及び大学関係者に対し、配慮の
取組について、一層の周知を図る。

231 ● ●
現行計画記載なし

(４) 生涯を通じた
多様な学習活動

公共図書館、学校図書館における障害者の読書環境の整備を促進する。
237 ● ● 現行計画記載なし

10．文化芸術
活動・スポー
ツ等の振興

(１) 文化芸術活
動、余暇・レクリ
エーション活動の
充実に向けた社
会環境の整備

文化芸術振興費補助金において、聴覚障害者のためのバリアフリー字幕及び視覚障害者のための音声ガイド
制作支援を行うことにより、我が国の映像芸術の普及・振興を図る。

243 ● ●

現行計画記載なし

供の電子化等は概ね順調に
取り組むことが出来ている
が、オープンデータを活用し
た生活支援情報等の提供は
出来ていない。
【課題】
職員のアクセシビリティに対
する意識の更なる向上やICT
技術の発展に伴う字幕入映
像作品、録音図書等の充実
が課題。
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